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中小・ベンチャー企業支援グループの所管事業の概要

◇
企業成長
促進

◇◇
生産性向上

◇◇◇
事業継続

５．ＢＣＰ策定等支援事業
６．事業承継税制

中小企業イノベーション
促進支援事業４．データ分析・

活用支援

企業成長促進，生産性向上，事業継続の３つのテーマで支援！⇔ 良好な産業風土

１．技術・経営力評価制度

２．チーム型支援

３．中小・ベンチャー企業
チャレンジ応援事業
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良好な産業風土：サプライチェーン上の良好な関係

７．パートナーシップ構築宣言
（国制度）



参考 国との関係性：令和４年度補正・令和５年度 国（中小企業庁）の施策の概要（Ｒ4.12月）

成長と分配の好循環を実現するため，成長志向の中小企業・小規模事業者の創出

パートナーシップ構築宣言の普及・促進
価格転嫁対策（下請Gメンの増員・下請かけこみ寺）

中企業生産性革命（ものづくり補助金・持続化補助金・IT導入補助金・
事業承継引継ぎ補助金），事業再構築補助金，
ＤＸ・ＧＸ・海外展開（ＤＸ投資実証実験支援，GX対応相談支援）

事業承継・引継ぎ補助金，
ピッチイベント等の後継者支援ネットワーク

中小企業・小規模事業者の地域課題解決に向けた中小商業者の
テナントミックス・商店街の活性化（滞留・交流空間の整備等）

よろず支援拠点，商工会議所・商工会の経営相談等

中小企業強靭化税制，中小企業投資促進税制，地域未来投資促進税制，
法人税率の軽減，生産性向上・賃上げに資する中小企業の設備投資に

関する固定資産税の特例，中小企業防災・減災投資促進税制

① 厳しい経営環境を克服するための資金
繰り支援・価格転嫁対策

② 成長分野等への挑戦に向けた投資の促進

③ 創業・事業承継を通じた挑戦・自己変革の
推進

④ 地域課題解決に向けた取組への支援の
拡充等

⑤ 伴走支援・人材確保支援等

⑥ 税制改正
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◇ 企業成長促進支援
中小企業イノベーション促進支援事業

次の３つの支援事業を組み合わせて活用して，支援効果を高める！
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地域経済の牽引役となる

中小企業の成長を支援する。

ステークホルダーに
対する

自社の強みの
明確化／

資金調達の円滑化

1. 技術・経営力
評価制度

複合的な経営
課題の多面的な
解決による

成長基盤の強化

2.チーム型支援
専門的助言

成長資金による，

自社の強みを活かし
た成長の加速化

3.中小・ベンチャー
企業応援事業
成長資金・助成金



１．技術・経営力評価制度（評価書発行等）

【活用事例】

 技術力・経営力の高さをＰＲ

 従業員のモチベーションアップ

 「中小企業技術・経営力評価制度」を利用後，全社員向け
の発表会を実施。経営者が考える経営方針や事業計画
の従業員への浸透，モチベーションの向上につながった。

 評価の結果，「評価優良企業」に認定されたことから，取
引先へのPRや金融機関からの円滑な資金調達等に成功。

評価を知れば，会社は変わる。会社経営を次のステップへ！！

評価書の特徴

（１）評価書発行【ステークホルダーに対する自社の強みの明確化】

未来志向の強い中小企業の技術やノウハウ，成長性・経営力に関する評価

（２）信用保証協会を利用した融資における信用保証料の補助

金融機関のから融資を受ける際に必要となる信用保証料の一部を補助
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２．チーム型支援

チーム型支援【専門家チーム支援】

【事例】

意欲のある企業を新たな“ステージ”へ! 地域の中核を担う企業等を創出する。

 ＢtoＣ注力のためブランドの整理・再構築により大幅な売上増加を達成

食品製造販売業A社の例

 当社売上の80%はＯＥＭであったが，チーム型支援で直販強化に向けたブランド確立や商品開発を支援したこと
により，新規販路開拓の活性化・直販比率の向上に大きく貢献，大幅な売上増加を達成。

 生産性指標の見直し及び組織力強化により売上・利益率が向上

印刷業B社の例

 生産性指標をデータ化し，社内共有することで，生産効率化に向けた意識醸成が図られるなど，生産性の向上
や利益率の改善につながった。また，生産性向上により生じた経営資源を主力事業へ注力することで，大手メー
カーからの受注が対応可能となり，大幅な売上増加も達成。

飛躍的な売上増や特徴的な製品の開発又は新事業の展開等を支援
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３．中小・ベンチャー企業チャレンジ応援事業

中小・ベンチャー企業チャレンジ応援事業（成長資金の助成）

企業成長に向けた新製品・新技術の研究開発にかかる経費の一部を助成

【支援事例】
山陽パッケージシステム株式会社（福山市）
容器を重ねたときに生じる隙間を塞ぐことができ，容器内へ
の埃の侵入を防げるよう，プラダン容器用「リブ付フレーム」と
「ノンステップコーナー」を開発

対象事業者 広島県内に本社または主たる事業所を有する中小企業

対象となる
研究開発

新製品・新技術の研究開発，新たなソフトウエアの研究開発，新たなサービス創出
のための研究開発（※設備導入や生産・量産対応を目的とした申請は，対象外）

公募時期
１次公募：３月中旬～４月中旬
２次公募：８月中旬～９月中旬

助成限度額
助成率

５００万円
２／３以内



◇◇生産性向上支援

（背景） 人手不足 デジタル時代（ＡＩ・デジタルトランスフォーメーション等）

付加価値の創出

生産性向上＝

効率性の向上
ＩＴツールの活用

機械化が容易でない業務はどうする？ 何が真の課題かをしっかり考えるには！

ITツールの活用 データの利活用

人間の叡智を結集して，課題解決！
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効率性で生まれた時間を
新事業等に投資
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４．データ分析・活用支援
県内企業のデータ活用を進め，ＤＸの取組も可能となるスキル等の習得支援

➡人手不足の中でも，「付加価値」と「効率性」の両輪で，生産性を向上させる。

データを基にした意思疎通で，組織内のコミュニケーションの向上も期待できる。

（経営判断・意思決定ツールとしての活用）

【事例】 CASE１ 自転車小売業

●POSデータを分析し，販売予測を自動化したことで

発注に係る時間：１．５時間→ ０．５時間に短縮！
発注ロス：約２０台→ 約５台に減少！

●販売が落ち込んでいる車種のデータを分析し，売り場を
変更したところ

販売台数：前年比１１５％達成！

CASE２ 小売業（スーパー）

●POSデータの分析結果と，広島県家計
消費支出を比較し，売り場を変更したところ

お菓子の売上：前年比１０７．３％達成！
お酒の売上 ：前年比１０５．８％達成！
在庫の補充時間：５０％削減！



◇◇◇事業継続支援

「事業継続の強化」や「事業承継」は，企業の成長に必要と
なる環境の整備や機会となる！

つまり，

不確実な環境の中でも，会社が生き延び，成長するための
復旧力・対応力・強靭化等＝「レジリエンス力」を向上させ
るための取組といえる。
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５．緊急時レジリエンス環境整備事業
（ＢＣＰ（事業継続計画）策定等支援事業）

緊急時だけでなく，平常時にも活かせる企業のレジリエンスツールＢＣＰ策定支援

➡ サプライチェーン上の供給責任を果たすとともに，社員・家族の生活を守ることに資する

ツールづくり，体制づくりを支援する。

【効果事例】
（ＢＣＰ策定後）
◯ 市場開拓のための営業ツールとして活用
◯ 事業に影響を及ぼす台風・大雨等の気象・地震等の地象に関する情報収集能力の向上
◯ サプライチェーン上の信用力の向上

（ＢＣＰを策定している間において）
◯ 現状分析ツールとして，事業見直し等の実施による収益の向上
◯ 事業承継時の，後継者を中心とするＢＣＰ策定を通じた，社内コミュニケーションの活性化
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６．事業承継支援／（事業承継税制（一般措置・特例措置））

自社株承継時に大きな負担となる贈与税・相続税の猶予制度

➡ 贈与税・相続税の納税猶予が可能となり，一定の要件を満たすと免除される制度

➡ 期間限定で，全額猶予となる特例措置あり

・ 都道府県による特例承継計画の認定（２０２４年３月末迄）及び納税猶予の認定申請

（２０２７年１２月末までの贈与・相続が対象）等が必要

【例】 自社株１００株（１株あたり1,000,000円）を後継者１名（子供）に贈与する場合（他の贈与財産は考慮せず）

事業承継税制を活用しない場合 事業承継税制を活用した場合

暦年贈与（非課税枠
110万/年の贈与）

相続時精算課税制度 事業承継税制（一般） 事業承継税制（特例）

贈与税額 0円 15,000,000円 6,800,000円 0円

その他
贈与に要する期間は
約90年

猶予対象は総株式の
２／３まで

全株式が対象だが，
提出期限あり



７．参考（国制度）
パートーシップ構築宣言

https://www.biz-partnership.jp/index.html

“宣言”（登録）し，サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正配分

➡ 大企業と中小企業が共に成長できる持続可能な関係の構築に資する。

【宣言事業者の取組事例】
取引先に対する支援・・・脱・低炭素化支援，働き方改革支援，ＢＣＰ策定支援

デジタル化・IT実装支援

出所：２０２２年１１月中小企業庁パートナーシップ構築宣言 取組状況アンケート
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お問い合わせ先

広島県商工労働局イノベーション推進チーム

中小・ベンチャー企業支援グループ

事業のご案内 https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/70/

お問い合わせ先 （０８２）５１３-３３５５
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是非，アクセスしてみたくだい！


